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正確な原価はあるか 

原価計算は経営上極めて重要である。企

業が利益を上げているかどうかは、個々の

製品の原価を見なくても計算できる。しか

し、個々の製品の原価を知らねば、どの製

品が利益に貢献し、どの製品が足を引っ張

っているかわからない。 

原価はできるだけ正確なほうがよいこと

になる。それでは原価は一義的に決まるか

と言えば、なかなかそうもいかない。ドラ

ッカーのまねをすると、正確な原価という

ものなどないということになる 1)。 

正確な原価を算出するためには、正確な

原単位が必要になる。原単位とはその製品

1kg あるいは 1 個を作るにそれぞれの原材

料およびユーティリティ（電気、蒸気、水

など）がいくらかかるかである。原単位を

計算するにはそれぞれに使用した原料や材

料、ユーティリティの総量を測定し、生産

量で割れば決定できる。 

 

正確な生産量とはなんだろう 

ところが正確な生産量とはなんだろうか。

例えば液体の製品がある。その製品を作っ

ている工場では、流量計で送り出した量を

計っている。送り出された製品は製品タン

クに貯蔵される。一日、あるいは一週間ま 

 

たは一か月に製造部門から送り出された量

が生産量である。送り出された量と製品タ

ンクに受け入れられた量は本来なら一致す

るはずである。製品は製品タンクから、タ

ンクローリーに積まれ出荷される。生産量

から出荷量を引けば在庫量の増減が決定さ

れるはずである。出荷量＋在庫量の増加、

または出荷量－在庫量の減少、は生産量と

一致するはずである。ところがこれらの量

はなかなか一致しない。一つの問題は、測

定方法にある。流量計は、通過した液体の

容量を測定する。液体の量に比重をかけれ

ば重量が決まる。しかし測定装置にはかな

らず誤差がある。誤差が 0.1％でも、10万

トン作れば誤差は100トンになる。タンク

の中の液量は通常液面計の高さから計算さ

れる。タンクの直径からタンクの断面積が

わかり、それに液高を掛ければ、液体の量

になる。これに比重をかければタンクの中

の製品の重量が決まる。出荷量は通常タン

クローリーの空の目方を秤り、製品を積ん

だ時の重量との差で測定される。このよう

に、測定方法が一つは流量計、一つは液面

計、一つは重量計と異なり、それぞれに測

定誤差があるとすれば、一致するほうが不

思議である。また製品を出荷する場合、液

漏れや操作を誤ってこぼすというようなこ
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とも起き得る。そうすると正確な生産量と

はいったい何なのかということになる。 

 

ユーティリティの原単位 

ユーティリティの場合、もっとややこし

い。各生産物の生産現場への配管に全部測

定計器がついていれば問題ないが、例えば

蒸気の流量計は大元についているだけで分

岐以後は流量が測定されていないことがあ

る。そういった場合、原単位は実数でなく

割り振りによることになる。分岐後のある

生産過程で蒸気を過剰に使ったとする。そ

れが報告されない場合は、全体の蒸気原単

位が悪くなったことはわかるが原因は特定

されない。 

 

人為的な問題 

その次に人為的な問題がある。連続生産

では起きにくいが、バッチ生産の場合、良

い原単位の場合はそれより悪い原単位を報

告しておき、悪い原単位が生じたときは前

の貯金を使ってそれより良い原単位を報告

するということがある。ウェスタン・エレ

クトリックのホーソン工場実験で、非公式

組織が発見され、その中ではあまり仲間よ

り生産量をあげてもいけないが、仲間より

悪い生産量で仲間の足を引っ張ってもいけ

ないという話があった 2)。心理としては似

たようなものがあるのだろうか。これでは

平均原単位はわかっても、よい原単位や悪

い原単位が出たときにどうしてそうなった

のかの解析はできない。 

筆者が工場長の時、こんな事件が起きた。

工場内で密告があり、出荷係が棚卸をごま

かしているというのである。具体的な手口

はタンクの在庫量を計るとき、浮き秤のロ

ープを縛りなおしてタンクの中身が多いよ

うに見せかけているというのである。前述

したような理由もあり、棚卸で数量がきっ

ちり合うことは考えにくい。在庫量が足り

ない時は棚卸減耗として報告される。1 回

に 2トンとか 3トンとか報告しておけば問

題はない。想像するところ、棚卸が合わな

いのを追及されて、出荷係が棚卸減耗を報

告しなくなったのではないだろうか。結果、

不足分は 60トンに達していた。処分として

は 60トンの不足分を帳簿から落とし、結び

なおしができないようにロープを鋼鉄のワ

イヤに変え、出荷係は厳重注意とした。上

司が悪いニュースを受け入れないとこうい

うことが起きるのではないかと思っている。

悪いニュースはあまり聞きたくないもので

ある。しかし、上司が露骨に嫌な顔をする

と部下は次第に報告をしなくなって、自分

たちだけで処理しようとするようになる。

「悪いニュースをよく報告してくれた。解

決策は一緒に考えよう」というのがよい上

司ではないか。 

上記のように、正確な生産量、出荷量を

知ろうと思っても問題がある。 

 

数字の意味 

原価は数字で出てくる。価という字がつ

いているから価格・値段である。1 キログ

ラムあるいは 1トン、または 1個何円と表

示される。一度数字化されると数字はえて

して一人歩きする。つまり、その数字が何

を意味するかが問われなくなって、数字の

みが記憶される。ある時輸出用の包装費が

知りたくて工場に問い合わせたことがあっ

た。もちろん工場の経理係はいくらいくら

ですとすぐ返事してくれた。そこで、この
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包装費がかかっている包装の中身はなんで

すか、ブリキ缶の外側は段ボールですか、

木枠を組んでいるのですか、そのあとバラ

積みですかパレット包装ですか、と聞くと

はっきりしない。よく聞くと包装費の平均

値であることがわかった。私が包装費を知

りたかった理由は、次のような事情による。

アメリカのライセンシーから応援輸出の依

頼があった。輸出値段は安いからうっかり

すると変動費も出ない場合がある。ところ

が輸出梱包は、国内向け梱包より費用がか

さむ。だから、どのくらい高くなるかが知

りたかったわけである。 

この経験から、経理係が必ずしも現場の

事情を知らないことがわかった。筆者が工

場長の時経理係に暇があったら現場を見て

回れと何べんも言ったつもりだが、経理係

が工場内を回っている姿を見たことはなか

った。 

 

賦課の問題 

もう一つの問題は賦課である。発生した

費用は何かの費用科目に割り振る必要があ

る。必ず何かの費目に割り当てなければ、

原価漏れが起きる。ある費用が発生した場

合、どの製品にその費用を負担させるかと

いう問題が起きる。どの製品に賦課するか

が決まってもそれを固定費に配賦するか、

変動費に配賦するか、また固定費のどの科

目に、変動費のどの科目に配賦するかを決

めなければならない。筆者の観察したとこ

ろ、経理係のかなり大きなエネルギーがこ

の費用配賦・賦課に費やされているようで

あった。それでは、この賦課が現実をどれ

だけ反映しているか、言い換えれば正しく

費用配賦が行われているかと言えば、必ず

しもそうではない。ある極めて有能と言わ

れる経理マンの費用配賦を見たところ非常

に速かったが、かなり恣意的という印象を

持った。忙しい経理マンが、費用配賦のた

めにいちいち現場を駆け回って、現実との

対応を見極めていては仕事にならないので

あろう。しかし、賦課が恣意的に行われれ

ば、正確な原価は望めなくなる。 

 

稼働率 

次の問題は稼働率である。稼働率は、生

産能力に対してどれだけ実際の生産量があ

ったか、によって決まる。実際の生産量を

生産能力で割って100をかければ稼働率が

出る。稼働率が高ければ高いほど、一生産

単位当たりの固定費は安くなるから、稼働

率は高いほどよい。しかし稼働率が 100％

になることは通常ありえない。なぜかとい

うと、供給量が 1トンでも足りなくなれば

顧客に迷惑がかかる。筆者が事業部長の時、

工場が独自判断で出荷を遅らせたため、半

導体の工場の連続生産が止まり大目玉をく

らったことがあった。稼働率が 100％とい

うことは、それより 1トンでも顧客の需要

が増えれば、供給不足が起きることになる。

ユーザーが1,000 軒あったとし、そのどの

一つの顧客が 1トン余計に供給を望んだと

しても、供給不足が起きる。供給不足を望

まないユーザーが、すべて1トンずつ余計

に買おうとすれば1,000トンの仮需要が発

生する。もし安全を見て10トンずつ買おう

とすれば、10,000 トンの仮需要が発生する。

たった、1 トンの不足が大きな仮需要を発

生させることは我々が石油危機で学んだこ

とである。サプライヤーは供給不足を起こ

してはならない。新設備の設計・建設は時
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間を要するため、稼働率が 100％近くなっ

てから建設にかかったのでは遅い。従って

サプライヤーは稼働率が 100％に近づくか

なり前で新設備の建設にかかる。設備が

100％稼働ということは原則ありえない。も

っとも、何かの都合で（例えば、新設備へ

のつなぎ込のための現存プラントの停止に

備えて）作りだめをしようとするときはフ

ル稼働ということになる。 

稼働率というと航空機の乗機率を思い浮

かべる。団伊玖磨の『パイプのけむり』に

クリスマス当日ロンドンから東京への飛行

機に載ったら乗客は自分一人だったという

話が載っていた。仮に変動費（燃料代）は

機体を飛ばすためのものが大部分で、乗機

率であまり変わらないと仮定してもずいぶ

ん高い固定費になっただろう。この反対な

のが LCC で常に満席に近い状態で飛ばすこ

とにすれば、一人当たり運航費はかなり下

げられる。 

 

在庫は恣意的か 

期の生産量は決まっているから、稼働率

は計算できるし、その製品の固定費単価も

計算できる。それでも見かけ上の製品原価

を安くしようと思えば、在庫を積み増すと

いうことができる。企業の業績予想が思わ

しくない時、意図的に在庫量を増やすこと

がある。在庫量は、本来少ないほうがよい。

なぜなら、在庫を多く抱えればそれだけ材

料費が寝ることになり、金利が必要となり

キャッシュフローを停滞させる。また在庫

スペースのための費用も発生する。スルー

プット会計では、在庫を積み増すと見かけ

利益が上がることの不合理性が説かれてい

る 3)。しかしサプライヤーが在庫を一定以

下にすることは難しい。なぜかというと、

需要予測が完全ということはあり得ないか

らである。顧客が、従前より多くの供給を

望んだ時、それに応えられなければ、信頼

を失ったり、競争相手に顧客を取られたり

する。筆者が社長をしていた会社では、営

業と工場が始終喧嘩をしていた。営業は顧

客の要望に従って受注品を一刻も早く納入

したい。工場としては、期初の生産計画に

従って生産を行っている。生産計画にない

製品や数量を急に生産してくれと言われて

も困る。これを避けようとすれば、在庫を

多く持つしか仕方がない。こういうことも

あった。6 か月に一度、それも小ロットで

注文してくる顧客があった。この製品は共

通設備で作っている。顧客の注文があった

時に、大量生産を止めて、少量生産に切り

替えることは非効率である。そこでこの小

ロット製品は、売れても売れなくても、設

備が空いた時に作っておくことになる。そ

うすると、6 か月の在庫もあり得ることに

なる。顧客の購買が 1回抜けると 1年近く

も在庫することになる。見込み生産で在庫

すると、今度は不良在庫もしくは不動在庫

の問題が起きる。 

これに対しユーザーが在庫を減らすこと

は比較的容易と考えられる。サプライヤー

に供給責任を押し付けてしまえばよいから

である。しかし部品在庫がないために、生

産が止まってしまった実例はタイの大洪水

のときに強い印象を残した。 

 

在庫と粉飾決算 

見かけの利益を創り出そうとして、在庫

を増やすことが粉飾決算とみられるかどう

かは難しいところである。押し込み販売（期
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末に販売店に品物を引き取ってもらい、次

の期初に買い戻すこと）に比べれば罪は軽

いとはいえ、意図的に在庫積み増しをすれ

ば、一種の粉飾決算であろう。しかし、意

図的かどうかを立証するのは困難と考えら

れる。いずれにせよ在庫が恣意的に行われ

れば、稼働率も恣意的に決定されることに

なる。 

在庫を増加させずに稼働率を上げようと

思えば、販売量を増やせばよい。一般的に

販売量を伸ばそうとするときに考えられる

のが、安売りである。限界利益という考え

方がある。ある販売量の製品があるとする。

次の 1トン、あるいは 1kgまたは 1個を、

変動費をわずかでも超える価格で売ったと

する。変動費を超える部分は利益となる。

しかし、これには限定がつく。それは、こ

の安売り価格が既存の販売価格に影響を及

ぼさないということである。成長初期の日

本産業のとった戦略がある。生産能力を国

内需要より大きくしておき、余剰生産能力

を輸出に向けるのである。輸出価格は国内

価格より安いが、輸出価格は国内価格に直

接影響を及ぼすことはなかったから、国内

需要が十分でないときは余剰能力を輸出に

向けて限界利益を稼ぎ、国内需要の成長を

待つ。このような戦略は国内需要の成長が

必ず期待できた時には有効であった。限界

効用とか、限界利益とかいう考え方が広ま

ったためか、筆者には、営業部門の人間は、

変動原価のみに興味があり、総原価という

意識が希薄のように感じられた。 

 

機器の耐用年数 

固定費を考えるときに、耐用年数の問題

がある。通常償却費は法定耐用年数によっ

て計算される。しかし最新 IT機器のように、

物理的耐用年数の前に、性能が陳腐化して

しまい更新を要するものがある。一方、法

定耐用年数が終わってもまだまだ使用可能

なプラントもある。後者は償却が終わって

も、修繕費のみで運転が可能で、それだけ

収益に貢献するから良いとして、前者は法

定耐用年数前に更新すると償却不足になっ

てしまう。 

 

管理費の配賦 

もう一つの大きな問題は管理費である。

工場にも管理費がある。例えば工場長は生

産に直接貢献しているわけではないから、

その給料は各製品に割り振ることになる。

しかし工場長が A製品のために何時間働い

たか、B 製品のために何時間働いたかは通

常記録されていないし、また測定困難であ

る。従って、例えば製品の重量、あるいは

個数等に従って割り振られる。もっと問題

となるのが、一般管理費である。一般管理

費は総費用の 20％を超える場合があるか

ら総原価の中では大きな部分を占める。一

般管理費には通常営業費用と、本社費用が

含まれる。営業費用は、その事業部の製品

を売るための営業マンの費用として把握さ

れるから、事業部経費としては算出可能で

ある。しかし例えば A営業マンが塗料原料

全般を扱っているとして、どの個別製品に

営業費を配賦すれば良いかは、その営業マ

ンがどの個別製品にどれだけの営業時間を

費やしたかを知らなければ解らないが、通

常こうした実態の把握は困難であるし、当

人に聞いてもわからないであろう。研究費

にしても、応用研究のように、個別の製品

の為に行われる研究の費用は、その製品に
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割り当てることが可能だとしても、基礎研

究のように、現存のどの製品にも直接貢献

しないものは直接配賦不能である。まして

社長の給料や人事部・総務部などの費用を

どう割り振るかに正解があるわけではない。

一般管理費は例えば、まず事業部ごとに配

賦される。配賦の方法には、売上高を基準

にするものがある。売上高が多い事業部は

それだけ本社部門の世話になっているだろ

うと考えられる。しかし売上高が多いが、

あまり利益を上げていない事業部では一般

管理費の配賦が多くなれば、総原価基準で

の利益が少なくなるか、あるいは赤字にな

ってしまう。そこで利益額基準という考え

方がある。利益の多い事業部でも一般管理

費が多くなれば、総原価基準で見かけ上の

利益が減ってしまうから、俺たちが努力し

て利益を上げているのに何でという不満が

残る。従業員数基準、使用固定資産基準に

しても同様な問題がある。筆者が在籍した

企業では、合併時、一般管理費の配賦をめ

ぐって、問題が生じている。悪い場合には

一般管理費の配賦が事業部間の力関係によ

ることもあり得る。 

 

原価は妥協の産物？ 

こうしてみると製造原価は一種の妥協の

産物と言えるのではないだろうか。結局正

確な原価というものはないという最初の話

に戻って、原価は目的ごとに計算されるべ

きであるということになるのであろう。 

 

 

（追 記） 

筆者は化学工業関係の仕事に従事して

いたから、原価計算というとどうしても、

連続生産の装置産業をイメージしてしま

う。しかし元三菱重工の副社長であった

河合清和氏の講演（2012年7月2日於LEC

会計大学院）を聞き、業態の違いを痛感

させられた。業態が違えばまた、原価に

対する考え方もおのずから違ってくるも

のと考えられる 
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